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四 半 期 報 告 書 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。 
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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

   

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第51期 

第３四半期 
累計期間 

第52期 
第３四半期 
累計期間 

第51期 

会計期間 
自平成24年４月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売上高 (千円）  6,860,655  6,868,160  9,156,612

経常利益 (千円）  316,582  348,453  438,540

四半期（当期）純利益 (千円）  192,260  233,625  264,499

持分法を適用した場合の投資利益 (千円）  －  －  －

資本金 (千円）  733,360  733,360  733,360

発行済株式総数 (千株）  8,264  8,264  8,264

純資産額 (千円）  5,971,245  6,124,470  6,084,618

総資産額 (千円）  7,485,011  7,691,966  7,880,855

１株当たり四半期（当期）純利益 (円）  24.68  29.99  33.95

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益 
(円）  －  －  －

１株当たり配当額 (円）  15.00  15.00  30.00

自己資本比率 (％）  79.8  79.6  77.2

回次 
第51期 

第３四半期 
会計期間 

第52期 
第３四半期 
会計期間 

会計期間 
自平成24年10月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年10月１日 
至平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益 (円）  11.22  14.45

２【事業の内容】
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 当第３四半期累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。  

（1）業績の状況 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、金融緩和等の経済政策による円安・株高の継続から、企業収益

の改善や個人消費の持ち直しの動きがみられました。その反面、原材料等の輸入価格上昇などの国内景気押し下

げ懸念もあり、不安定な状態が続いております。 

情報サービス産業におきましては、クラウドサービス等の需要に加え、企業収益の改善にともなうＩＴ投資の

増加により、市場全体ではプラス基調となっておりますが、顧客のコスト削減要請が根強いなど依然として厳し

い経営環境にあります。 

このような情勢の下、当社では、引き続きアウトソーシング事業の推進強化に経営資源を集中するとともに、

技術者稼働率の向上と案件ごとの採算性向上に努めた結果、前年同期比で売上高は同水準となったものの、経常

利益、四半期純利益ともに増加しました。 

当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高6,868百万円（前年同期比0.1％増）、経常利益348百万円（前年

同期比10.1％増）、四半期純利益233百万円（前年同期比21.5％増）となりました。  

  部門別の営業状況は、次のとおりであります。 

（ネットワークサービス） 

 運用業務の効率化やコストダウンの要請は引き続き厳しかったものの、アウトソーシングでの受注拡大を図ると

ともに、当事業への技術者投入を積極的に推進した結果、売上高は5,105百万円（前年同期比4.3％増）となりまし

た。  

（システム開発） 

 ＥＲＰ（業務統合パッケージ）関連等の案件獲得に努めたものの、組込み関連業務の案件が低調に推移した結

果、売上高は1,290百万円（前年同期比7.9％減）となりました。  

（システム運用） 

 汎用系の運用やオペレーション業務は、市場の縮小とともに価格下落が継続していることから、汎用系技術から

ネットワーク系技術への移行に継続して取り組んだ結果、売上高は472百万円（前年同期比16.3％減）となりまし

た。 

  

（2）財政状態の分析 

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ188百万円減少し、7,691百万円となりまし

た。 

流動資産は228百万円増加し、4,898百万円となりました。主な要因は、現金及び預金136百万円の減少があっ

たものの、有価証券301百万円の増加や売掛金56百万円の増加があったことによるものであります。固定資産は

416百万円減少し、2,793百万円となりました。主な要因は、投資有価証券380百万円の減少や前払年金費用22百万

円の減少があったことによるものであります。 

当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ228百万円減少し、1,567百万円となりまし

た。 

流動負債は243百万円減少し、1,468百万円となりました。主な要因は、預り金61百万円の増加や未払費用45百

万円の増加があったものの、賞与引当金285百万円の減少や未払法人税等53百万円の減少があったことによるもの

であります。固定負債は前事業年度末に比べ15百万円増加し、99百万円となりました。主な要因は、退職給付引

当金９百万円の増加や役員退職慰労引当金５百万円の増加があったことによるものであります。 

当第３四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ39百万円増加し、6,124百万円となりま

した。主な要因は、配当金233百万円の支払いがあったものの、当第３四半期累計期間における四半期純利益233

百万円の計上やその他有価証券評価差額金40百万円の増加があったことによるものであります。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期累計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた事項はありません。

  

（4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び中長期的な会社の経営戦略 

 前事業年度における有価証券報告書の「第２ 事業の状況」の「４ 事業等のリスク」及び「７ 財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（4）中長期的な会社の経営戦略」に記載の内容から変更はありませ

ん。 

   

（6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社の経営陣は、現状の事業分析及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案し経営に当たるよう努め

ております。経営者の問題認識と今後の方針につきましては、前事業年度における有価証券報告書に記載の事項か

ら重要な変更はありませんが、引き続き市場動向の変化や顧客ニーズの迅速な把握と対応に取り組むとともに業務

の効率化を推し進めてまいります。  

  

－ 3 －



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  20,729,000

計  20,729,000

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（平成25年12月31日）

提出日現在 
発行数（株） 

（平成26年２月13日）

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  8,264,850  8,264,850
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株 

計  8,264,850  8,264,850 － － 

（2）【新株予約権等の状況】

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（4）【ライツプランの内容】

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成25年12月31日  －  8,264,850  －  733,360  －  623,845

（6）【大株主の状況】

－ 4 －



 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（7）【議決権の状況】

平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    476,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,657,000  7,657 － 

単元未満株式 普通株式    131,850 － － 

発行済株式総数  8,264,850 － － 

総株主の議決権 －  7,657 － 

平成25年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合（％）

旭情報サービス株式会社 
東京都千代田区丸の内 

１丁目７番12号 
 476,000  －  476,000  5.76

計 －  476,000  －  476,000  5.76

２【役員の状況】

－ 5 －



１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成25年10月１日から平成25

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】

－ 6 －



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,882,893 2,746,882

売掛金 1,360,469 1,417,097

有価証券 100,610 401,719

前払費用 44,706 46,506

繰延税金資産 270,364 270,166

その他 11,798 16,487

流動資産合計 4,670,842 4,898,859

固定資産   

有形固定資産 71,069 67,105

無形固定資産 12,355 16,808

投資その他の資産   

投資有価証券 1,062,373 681,965

長期預金 1,000,000 1,000,000

賃貸不動産 103,386 101,048

敷金及び保証金 ※  209,441 ※  207,466

保険積立金 704,770 704,770

前払年金費用 22,501 －

繰延税金資産 17,983 9,371

その他 6,130 4,570

投資その他の資産合計 3,126,586 2,709,193

固定資産合計 3,210,012 2,793,106

資産合計 7,880,855 7,691,966

－ 7 －



（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 430,000 430,000

未払金 78,989 70,694

未払費用 386,829 432,456

未払法人税等 105,205 51,396

未払消費税等 66,219 63,523

預り金 32,235 93,947

賞与引当金 600,000 314,748

その他 12,763 11,692

流動負債合計 1,712,242 1,468,457

固定負債   

リース債務 2,694 2,178

退職給付引当金 － 9,679

役員退職慰労引当金 81,300 87,180

固定負債合計 83,994 99,038

負債合計 1,796,237 1,567,495

純資産の部   

株主資本   

資本金 733,360 733,360

資本剰余金 624,519 624,519

利益剰余金 5,128,697 5,128,657

自己株式 △355,814 △356,677

株主資本合計 6,130,762 6,129,859

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 33,623 74,378

土地再評価差額金 △79,767 △79,767

評価・換算差額等合計 △46,143 △5,388

純資産合計 6,084,618 6,124,470

負債純資産合計 7,880,855 7,691,966
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 6,860,655 6,868,160

売上原価 5,546,695 5,486,547

売上総利益 1,313,959 1,381,612

販売費及び一般管理費 1,014,734 1,048,091

営業利益 299,225 333,521

営業外収益   

受取利息 9,513 8,859

受取配当金 6,481 5,466

賃貸不動産収入 5,969 5,484

雑収入 5,550 5,262

営業外収益合計 27,514 25,072

営業外費用   

支払利息 4,759 4,759

賃貸不動産費用 5,275 5,380

雑損失 121 －

営業外費用合計 10,156 10,140

経常利益 316,582 348,453

特別利益   

投資有価証券売却益 － 8,561

受取補償金 － 17,000

特別利益合計 － 25,561

特別損失   

投資有価証券売却損 10 －

固定資産除却損 78 109

特別損失合計 88 109

税引前四半期純利益 316,494 373,904

法人税等 124,234 140,279

四半期純利益 192,260 233,625
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※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

   

【注記事項】
（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見

積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合に

は、法定実効税率を使用しております。 

（追加情報）

当第３四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

（未適用の会計基準等の適用予定日について） 

 当社は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）について、当事業年度の期首より適用を予定

しておりましたが、実務上、適用に更なる検討が必要であり、時間を要すると判断したことから、平成26年４月１日

以後開始する事業年度の期首から適用予定とすることといたしました。なお、開示の拡充については、当事業年度末

に係る財務諸表から適用する予定であります。 

（四半期貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期会計期間 
（平成25年12月31日） 

投資その他の資産     

敷金及び保証金 千円 12,200 千円 11,300

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期累計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

減価償却費 千円 13,600 千円 12,511
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前第３四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

 該当事項はありません。 

   

当第３四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

 該当事項はありません。 

   

前第３四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成25年４

月１日 至 平成25年12月31日） 

当社の事業は、情報サービス事業ならびにこれらの附帯業務の単一事業であります。したがいまして、開示対象と

なるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  116,850  15.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 

平成24年10月29日 

取締役会 
普通株式  116,849  15.00 平成24年９月30日 平成24年11月27日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  116,839  15.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金 

平成25年10月29日 

取締役会 
普通株式  116,826  15.00 平成25年９月30日 平成25年11月27日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

項目 
前第３四半期累計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益 円 銭 24 68 円 銭 29 99

（算定上の基礎）     

四半期純利益（千円）  192,260  233,625

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  192,260  233,625

普通株式の期中平均株式数（千株）  7,789  7,788

（重要な後発事象）
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 平成25年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1）配当金の総額              116,826千円 

(2）１株当たりの金額            15円00銭 

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成25年11月27日 

（注） 平成25年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭情報サービス

株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第52期事業年度の第３四半期会計期間（平成25年10月１日から

平成25年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭情報サービス株式会社の平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月13日

旭情報サービス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 玉  井  哲  史  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 耕  田  一  英  ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

   

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年２月13日 

【会社名】 旭情報サービス株式会社 

【英訳名】 ASAHI INTELLIGENCE SERVICE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田中 博 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内１丁目７番12号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

旭情報サービス株式会社 横浜支社 

（横浜市神奈川区金港町１丁目４番） 

旭情報サービス株式会社 中部支社 

（名古屋市中区錦２丁目３番４号） 

旭情報サービス株式会社 大阪支社 

（大阪市北区中之島２丁目２番２号） 



 当社代表取締役社長田中 博は、当社の第52期第３四半期（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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